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Weeklyエコノミスト・レター要旨 ２０１９年８月２３日号 

２０１９年超党派予算法が成立 
～当面「財政の崖」、米国債デフォルトリスクは 
  回避も、残る連邦政府機関の閉鎖リスク？ 

ネット 

ジャーナル 

  
 

 

 

 

 ニッセイ基礎研究所 

 

 8月2日に2019年超党派予算法（以下、

ＢＢＡ）が成立した。ＢＢＡでは20～21

年度の裁量的経費の歳出上限を予算管理

法（ＢＣＡ）で定められた水準から2年度

合計で3,200億ドル引き上げることや、

連邦政府債務上限の不適用期限を21年7

月末までとすることなどが盛り込まれた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＢＣＡは20年度の裁量的経費に対す

る歳出上限額を前年度から2割程度削減

することを求めていたため、大幅な歳出

削減（「財政の崖」）による経済への影響

が懸念されていた。ＢＢＡによって21年

度まで「財政の崖」が回避されることが

決まった。また、法定債務上限の抵触に

伴う米国債デフォルトリスクも、当分の

間は回避されることになった。 

 

 一方、ＢＢＡによって財政規律ルールは

一段と形骸化した。また、議会予算局（Ｃ

ＢＯ）はＢＢＡに伴う財政赤字の増加幅を

今後10年間で1.7兆ドル、また、足元の

金利低下を踏まえても10年後の債務残高

（ＧＤＰ比）はＢＢＡ前の92％から95％

に上昇すると試算しており、財政状況の悪

化に拍車がかかる見込みである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 さらに、ＢＢＡで予算の大枠は決まっ

たものの、10月の新会計年度開始までに

省庁毎の予算配分を決める歳出法案を議

会は成立させる必要があり、歳出法案や

暫定予算で合意できない場合に連邦政府

閉鎖のリスクは残っているため、今後の

予算審議が注目される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
「Ｗｅｅｋｌｙエコノミスト・レター」の全文は、 

当事務所のホームページの「マクロ経済予測レポート」 

よりご確認ください。 

1 

（注）歳出上限は授権額ベース。 
（資料）CBO、下院よりニッセイ基礎研究所作成 

2 

4 

裁量的経費の歳出上限 

歳出入、財政収支（ＧＤＰ比） 

（10 億ドル） 

(見込み） 

（注）2019年度は CBOのベースライン予想（19年 8月） 
（資料）CBOよりニッセイ基礎研究所作成(以下同) 

（％） （％） 

3 

歳出入、財政収支見通し （GDP 比％） （GDP 比％） 

（注）CBOベースラインは現行予算関連法の継続を前提した試算 
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鉱工業生産（１９年７月） 
～駆け込み需要に対応した増産はみられず

ネット 

ジャーナル 

 

（2015 年=100) 

（年・月） 

（年・月） 

（年・月） 

 

 
 

 

 ニッセイ基礎研究所 

 

7月の生産は 2 ヵ月ぶりに上昇 

 経済産業省が 8 月 30 日に公表した鉱

工業指数によると、19 年 7月の鉱工業生

産指数は前月比 1.3％(6 月：同▲3.3％)

と 2 ヵ月ぶりに上昇し、事前の市場予想

（QUICK 集計：前月比 0.3％、当社予想

は同 0.9％）を上回る結果となった。 

 出荷指数は前月比 2.6％と 2 ヵ月ぶり

の上昇、在庫指数は前月比▲0.3％と 6ヵ

月ぶりの低下となった。7月の生産は事前

予想を上回る伸びとなったが、6月の大幅

減産（前月比▲3.3％）の後としては戻り

が小さく、7 月の水準は 4-6 月期を▲

0.3％下回っている。7月の生産を業種別

に見ると、無機・有機化学（前月比▲

3.9％）、石油・石炭製品（同▲3.8％）は

大きく低下したが、国内販売、輸出の好調

を受けて自動車が前月比 2.1％と高い伸

びとなったほか、世界的な IT 関連需要の

落ち込みを受けて低迷が続く電子部品・デ

バイス（前月比 0.6％）、生産用機械（同

0.7％）も小幅な上昇となった。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

駆け込み需要に対応した増産はみられず、

7-9月期は消費増税前でも減産の可能性 

 製造工業生産予測指数は、19年8月が

前月比1.3％、9月が同▲1.6％となった。 

 生産計画の修正状況を示す実現率（7月）、

予測修正率（8 月）はそれぞれ▲1.3％、

▲0.7％であった。19 年 7 月の生産指数

を 8、9 月の予測指数で先延ばしすると、

19年7-9月期は前期比0.0％となる。実

際の生産が計画を下回る傾向が続いてい

ることを踏まえれば、7-9月期の生産は前

期比でマイナスとなる可能性が高くなっ

た。10 月の消費税率引き上げ直前には一

定の駆け込み需要が発生することが見込

まれるが、過去の増税前とは異なり在庫水

準が高いため、大幅な増産がなくても対応

可能だろう。なお、足もとの生産が消費増

税前にもかかわらず低調に推移している

のは、駆け込み需要が小さいことに加え、

もともとの生産の基調が弱いためである。 

 

 

 

 

 

 

 
 
  
 
  

経済・金融フラッシュの全文は、 

当事務所のホームページの「マクロ経済予測レポート」 

よりご確認ください。 

最近の実現率、予測修正率の推移 

鉱工業生産・出荷・在庫指数の推移 

（注）生産の 19年 8月，9月は製造工業生産予測指数で延長 
（資料）経済産業省「鉱工業指数」 

1 

(資料）経済産業省「製造工業生産予測指数」 
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 厚生労働省 ２０１９年８月２６日公表 

 

 

 

●現金給与総額は 451,681 円(0.4％増)となった。 
  うち一般労働者が 609,486 円(1.3％増)、パートタイム労働者が 104,168 円(0.7％減) 
 となり、パートタイム労働者比率が 31.32％(0.72 ポイント上昇)となった。なお、一般労 
 働者の所定内給与は 314,090 円(0.7％増)、パートタイム労働者の時間当たり給与は 

 1,165 円(2.7％増)となった。 
●共通事業所による現金給与総額は 1.2％増となった。 
  うち一般労働者が 1.3％増、maru パートタイム労働者が 0.1％増となった。 
●就業形態計の所定外労働時間は 10.5 時間(2.7％減)となった。 
 ※平成 31年１月に 30 人以上規模の事業所の標本の部分入替えを行いました。１月は入替え前後の両方 

  の事業所を調べており、新旧事業所の結果を比較したところ、現金給与総額では-2,532 円（-0.9％）、 

  きまって支給する給与では-1,576 円（-0.6％）の断層が生じています。 

 ※平成 30年に基準とする母集団労働者数（ベンチマーク）の更新を行ったため、平成 30年においては 

  ベンチマークの違いによる断層が発生していました。 

  平成 31年はベンチマーク更新を行わないため、ベンチマークの違いによる断層はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注１：令和元年６月分速報から､「500人以上規模の事業所」について全数調査による値に変更している。(以下同） 
注２：平成30年11月分確報から、平成24年以降において東京都の「500人以上規模の事業所」についても再集 
計した値（再集計値）に変更しており、従来の公表値とは接続しないことに注意。(以下同） 
注３：前年比（差）は、単位が％のものは前年同月比、ポイント又は日のものは前年同月差である。 
注４：今回の調査対象事業所数は30,911事業所、回答事業所数は24,812事業所、回収率は80.3％であった。 
注５：大阪府において判明した統計調査員による不適切な事務処理を行っていた調査票を除外して改めて集計したもの。 
なお、当該事案を踏まえて、現在、全国点検を行っているため、点検結果によっては、再度数値が修正される場合がある。 

毎月勤労統計調査 
(令和元年６月分結果確報)  

経営 TOPICS 

統計調査資料 

抜 粋 

 （前年同月と比較して） 

 （事業所規模５人以上、令和元年６月確報） 
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[賃金の動き] 

一般労働者とパートタイム労働者 労働者全体 

労働時間の動き 

名目賃金（現金給与総額）の前年比、 

前年同月比の要因分解 

実質賃金（現金給与総額）の前年比、 

前年同月比の要因分解 

常用雇用、パートタイム労働者比率の動き 
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注：パートタイム労働者については、労働者数が概ね 100 万人を超える産業を表章している。 
 

毎月勤労統計調査(令和元年６月分結果確報)の全文は、 

当事務所のホームページの「企業経営 TOPICS」よりご確認ください。

 月間現金給与額 
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「働き方改革」で労働生産性の向上を実現する！ 

時間外労働  
削減のポイント 

      1.「働き方改革」と時間外労働削減の意義         
      2.組織の仕事を「５Ｓ」の観点で見直す       

      3.社員個々人でできる時間外労働削減のポイント       

      4.時間外労働の削減に成功した企業の事例          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■参考文献 
 『時間外労働削減の好事例集』（厚生労働省） 
 『残業ゼロの仕事のルール』（株式会社 PHPエディターズ・グループ） 
 『会社では教えてもらえない残業ゼロの人の段取りのキホン』（すばる舎） 
 『残業させないチーム仕事術』（明日香出版社）  

労 務 
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 昨今の新聞紙上、ＴＶニュース等で「働き方改革」に関するテーマが頻繁に取り上げられてい

ます。日本は、欧州諸国と比較して労働時間が長く、仕事と子育てや介護を無理なく両立させる

ためには、長時間労働の是正が必要と内閣府は提言しています。 

 内閣府が発出している「働き方改革実行計画」では、働き方改革の意義（基本的考え方）とし

て下記の課題を提起しています。 

 

■働き方改革実行計画（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：働き方改革実行計画（概要）平成 29 年 3月 28 日 働き方改革実現会議決定 

 

 このような情勢の中、中小企業においても「働き方改革」への対応が企業経営で必要不可欠な

取り組みになってきています。時代の流れは確実に「労働時間の短縮」に向かっています。 

 本レポートでは、上記の「日本の労働制度と働き方にある課題」のうち、長時間労働の是正に

テーマをしぼって残業削減・生産性向上の手法を解説します。 

 

 

 以前のように、単純に競合他社とのコスト競争を繰り広げる中での人件費削減であれば、残業

を減らすことで何とか対応できました。しかし、長引く景気低迷によってモノが売れない上に、

デフレの進展で価格も低下し、残業代を削減するだけでは追いつかなくなりました。企業が生き

残り、そこで働く社員が健康でいるためには、仕事量をコントロールする必要があります。

1 「働き方改革」と時間外労働削減の意義 
 

企業経営情報レポート 

労働時間削減に取り組む意義    

 
 

 

日本の労働制度と働き方にある課題   
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 整理の最初の手順は、不要なモノを捨てることです。ここのステップでは「仕事を捨てる・や

める」ということになります。やめる対象となる仕事は、顧客にとって価値を生み出していない

仕事です。組織にとって必要／不必要で判断するのではなく、顧客にとって価値を生み出してい

る／いないで判断するのです。 

 組織にとって必要でも、顧客にとって価値を生み出していない仕事を「やめる」ことを考えて

いくことで、自分たちにとっての顧客が何を求めているかを改めて感じることができます。 

 そして、それを感じることができれば、顧客に対して新しい価値を提供することができるよう

になります。 

 

■顧客の視点と組織の視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 例えば、週次や月次で行われる進捗管理などの打ち合わせを考えてみます。 

 組織にとっての価値は、「状況に合わせた要員配置ができる」「予定通りに納品できる」「発生

している問題を把握し、対応がとれる」等でしょう。 

 次は、顧客にとっての価値は何なのかを考えてみます。 

 「製品を予定通りに受け取れる」「期待通りの品質（機能、性能など）が得られる」ことでし

ょうか。これらは顧客にとって当たり前のことであり、なんら新しい価値を生み出していません。 

 このように顧客にとって価値を生んでいない仕事が現実の世界では大量に発生しています。 

 顧客にとって価値を生み出していない仕事を抽出し、仕事の中に埋もれている組織や自分自身

にとっての価値を他の仕事に移転したり、代替する方法を考え実現して、初めて仕事を捨てるこ

とができるようになります。

2 組織の仕事を「５Ｓ」の観点で見直す 

企業経営情報レポート 

整理：仕事を捨てて残業を削減する    

 
 

 

顧客にとって
価値があるもの

組織にとって
必要のないもの

顧客にとって
価値がないもの

組織にとって
必要なもの

付加価値 顧客のムダ 組織のムダ

顧客視点

組織視点
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 前章では、時間外労働削減について、組織的な取り組みの例を紹介しました。 

 本章では、社員個々人が取り組める残業削減の手法を解説いたします。 

 
 
 
 

（１）仕事に取り掛かる前に全体把握を心がける 

 多くの業務量を抱え、さらにプラスアルファの仕事の依頼があっても動じず、上手くこなせる

社員がいます。多忙でも余裕を見せる社員に共通している点は「段取りが良い」、この一言につ

きます。段取りとは、「事を運ぶための順序。事がうまく運ぶように、前もって手順をととのえ

ること」と辞書では定義されています。 

 つまり、段取りとは「先を読んだ行動ができる」ことを指します。段取りが良いというのは速

いスピードで手際良く作業を処理するのではありません。常に仕事の目的を考え、確実な達成に

導くため、「先読み」した手順を踏むことを指します。 

 人はいったん作業を始めると、目の前のことに一生懸命になってしまうものです。企画書や書

類を作成している時、没頭してしまい気がつけば時間オーバーになってしまった経験はないでし

ょうか。その結果、時には残業でカバーせざるを得なくなってしまいます。これらは「仕事に取

り掛かる順序」を変え、全体把握をすることで解決できる場合があります。 

 

■全体把握のポイント 

STEP１：先に全体を見る 

STEP２：タスクを分ける 

STEP３：タスクごとにかける所要時間を決める 

 

（２）所要時間を決めてから取り掛かる 

 段取りが良い人は、仕事全体を見て何が必要かを考えます。そして、タスクを書き出し、各タ

スクに充てられる所要時間を決めます。 

 所要時間を決める理由は、「納期に間に合わせるため」です。「納期」というのは、そもそも守

られるべき当然のことで、場合によっては品質よりも大事な前提条件です。 

 そして、タスク管理の本質は「所要時間」をコントロールすることです。今抱えているタスク

には何時間必要なのか、余裕を持って間に合わせる設定になっているか、無理があるなら、１つ

のタスクの所要時間を短縮できないか等の「検証」が必要です。そのためにも、タスクを書き出

すだけでなく、「所要時間」も設定するべきです。目に見える形で時間を意識することで、時間

オーバーで締め切りに間に合わないといった事態は予防できます。 

 

3 社員個々人でできる時間外労働削減のポイント 

企業経営情報レポート 

残業ゼロで結果を出す社員    
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（１）事例企業の概要 

●A 社 a 支店  事業内容／港湾運送業など 

●従業員数／430 名（うち、正社員 330 名） 

●所在地／兵庫県 

●勤務形態／オフィス 8:45〜17:45 週休２日制 

●年間休日 119 日 

●時間外労働の削減時間（社員一人あたり）：10 時間／月 

 

（２）時間外労働削減の取り組みの背景 

 業務の繁閑があるだけでなく、繁忙期には人員が不足する傾向がありました。 

 そのため顧客を巻き込んだ業務改善、残業実施状況の管理などの取り組みを進めることで業務

効率が向上し、結果として時間外労働の削減につながった事例です。 

 

（３）取り組みの内容 
①残業の事前申請と実施状況の管理 

 始業時と終業前に行うミーティングの際に、管理職が残業予定者の業務内容と退社予定時間を

確認し、急ぎの業務以外は翌日に行うように指導をしたり、他の社員へ仕事を割り振ったりする

などの調整を必要に応じ行いました。 

 残業の実績は、毎月２回、15 日と 25 日に各部の管理職が集計をして、管理部門に報告して

います。残業が多い部門はその都度、なぜ残業が多いのかという理由も報告し、適切に業務を進

め、みだりに残業を行わないよう管理しています。 

 

②顧客を巻き込んだ業務効率化・改善 

 自社のコストが増加すれば、顧客が当社に支払う費用にも影響します。 

 Ａ社は、自社のコスト削減や業務効率化が図れるとともに、顧客にとってもコスト削減につな

がるような提案を顧客に打診しています。 

 例えば、顧客とやり取りする書類については、業務効率化を図るため、自社で使用する様式と

顧客で使用する様式を統一してもらえるように依頼し、内容の整理や確認に要する時間を削減す

るなどしています。このような業務効率化、作業量の低減により、自社と顧客双方の業務効率化

が進み、双方の時間外労働の削減が図れるものと考えています。 
   

レポート全文は、当事務所のホームページの「企業経営情報レポート」よりご覧ください。 
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「事業コンセプト」とは、自社が「誰に」、「何を」、「どのように」提供する

かを決定するということです。コンセプトが明確であれば、今後の方向性が揺

るぎないものとなりますし、自らの会社がどのような会社であるのかがお客さ

まにもよく伝わります。それでは、事業コンセプトの策定方法について説明し

ましょう。「事業コンセプト」は、「誰に」、「何を」、「どのように」提供するの

か、という３つの要素から成り立っています。 

 

（１）「誰に」 

 「誰に」の「誰」とは、自社が狙いたいターゲット顧客を指します。 

 ターゲット顧客の選定基準としては、以下のようなものが考えられます。 
 

●性別  ●年齢  ●地域  ●職業  ●所得水準  ●趣味思考  ●ライフスタイル 
 

 事業を成功させるためには、ターゲットを絞り込むことが極めて重要です。出版業界が分かり

やすい例だと思います。雑誌を出版する場合に、読者層を広げたいと思っても、老若男女すべて

を対象にした雑誌を作ることなど、できるわけがありません。 

 

（２）「何を」 

 「何を」の段階では、新規に参入する事業が顧客のニーズをいかに満たすかどうかがポイント

になります。新規事業において「消費者にとってのメリットや魅力は何ですか？」と金融機関か

ら質問された場合に、説明できないと、事業計画書の評価は下がってしまいます。 

 そして「何を」の段階では、顧客の立場になって策定することが肝心になります。具体的には、

「困っていることを解決する方法」、「こんなものがあれば良いのに！」といった視点で顧客ニー

ズを把握したうえで、本当に強いニーズがあるのか検証しなければなりません。 

 

（３）「どのように」 

 「どのように」では、自社の強みを活かして、他社との差別化を図ることがポイントになりま

す。単に値段が安いだけでは、後発企業に模倣され、価格競争に巻き込まれてしまいます。差別

化や模倣されない手段として、「独自技術」、「特許」、「人材育成」などがあります。「どのように」

の段階では、「ＳＷＯＴ分析」で分析した自社の強みを反映させることが重要です。

事業コンセプトの策定方法 

ジャンル：経営計画 ＞ サブジャンル：新規事業計画 

事業コンセプトは新規事業計画において重要なものだと聞

きますが、どのように、誰に向けて作ればよいのでしょうか。 
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マーケット分析を行うには、業界情報と社会経済情報の収集を行う必要があ

ります。 
 

           イ）業界情報 

自社だけで経営環境情報を収集しようとしても、おのずからそこには限界が

あり、特に中小・中堅企業では、業界紙の購読、業界団体への参加などを通し

て、業界の構造変化、問題点、将来の予測など得るべき情報は多くあります。 
 

ロ）社会経済情報 

 あらゆる企業は、その経営環境の変化の影響から逃れることはできません。そこで広く社会や

経済の情報を入手し、自社に与える影響を予測して、その対応を常に検討していかなければなり

ません。現代では、新聞、雑誌、ＴＶ、インターネットなどからあらゆる情報を得ることができ

ますが、その中から自社に影響を与え、また利用できる情報を選別し、見極めることが必要です。 
 

〈収集目的に合わせたデータ〉 

 分析に必要なデータを収集方法別に分類すると「プライマリー・データ」と「セカンダリー・

データ」があります。 
 

「プライマリー・データ」 

 調査したい目的に合わせて新たに収集するデータのことを指します。アンケートやインタビ

ューといった「実査」のほかに、店舗の様子や買い物客の様子の「観察」、試しにある期間製

品を販売するような「実験」などがあります。 

 この他には、顧客のクレームや従業員の声なども重要なデータとなります。 
 

「セカンダリー・データ」 

 既に存在するデータを指し、何らかの目的で収集されたデータのことを指します。 

 外部データと内部データがあります。外部データは、公共刊行物や雑誌、書籍、新聞等が情

報源となります。内部データは、社内に存在する自社に関するデータであり、最も入手しやす

いものですから充分な情報量を確保することが必要です。 
 

 データを収集する際には、まず比較的収集しやすい「セカンダリー・データ」を、各種情報源

を活用して効率的に収集します。時間やコストのかかる「プライマリー・データ」は、どのよう

な情報が必要なのかを考慮した上で収集します。

効果的なマーケット分析 

ジャンル：経営計画 ＞ サブジャンル：新規事業計画 
 
 
  

 

 マーケット分析は 

どのようにすればよいのでしょうか。 
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